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はじめに
l 輸出統制の開放性




本稿の課題は， 1934年か ら対英領イ ン ド (以下， 英印 と略す) 綿布輸出統制を実織す る 「 臼
本綿糸布印産輸出組合J (以下，印度組合と略す)に注目して，その輸出統制の実態について
検討を加えることにあるO
1932年の為替の切 り 下げによ っ て促進さ れた 日本綿布の輸出拡大は， 英印市場にお いて同市
場を重要視するイギリス綿布との通商摩擦問題に発展した。この通語摩擦問題を解決するため
に， 33年に は 日本政府代表と イ ン ド政庁と の間で， r第一次日却会高J (33年9 月-34年1 月 )
が間かれ， 34年の初頭には第一次日EP綿関係通商協定 (以下， 第一次協定 と略す) が締結さ れ
る運びとなった。本稿で検討の対象とする叩度組合は，この締結された第一次協定に郎して実
施された，対英印綿布輸出統髄を担う機関であった。
1930年代与を対象 と す る世界経済史研究の想定す る と こ ろ は， ア ジ ア国際通高秩序が， 欧米の
アジア植民地に適用された経済「ブロックJ化政策や，日本の攻勢的なアジア進出によって大
きな再編を余儀なくされ，それまでに再建著しかった自由通高体制を大きく後退させたとの認







現在の日本史研究においても， 30年代の 日本の対外関係史を考え る時の歴史認識の前提と な っ
ているように思われる。




1930年代の 日本は欧米の ア ジ ア植民地と の通商的杷互依存関係を強め る側面を有したのである。





埠認するような. r開放」 性を有す る も のであ っ た こ と を強調 し た L 、 こ れ ま で の通史的理解























印度組合の組合員(社)数は，初年度末の116社(1935年 3月)から， 165社(36年3 月 ) ， 168
社 (37年 3月)， 211 社(38 年3 月 ) ， 226 社(39 年3 月 ) ， 238 社(40 年3 月 ) へ と推移 し ， 41 年
3 月 において は246 社 と な っ た (7 )。 こ の こ と は， 対英印輪出取引に意欲を有す る メ ン バ ー が絶
え間なく存在し，日本と英 El との通商的相立依存関係は 41年 3月まで維持されていたことを示












" 罰:: I -120
~ 4






図 1 対英領イ ン ド綿布輪出統制
資料)日本綿糸布印度輸出総合『事業報告警，決算報告書J各年度。落札単価は落札量1000万磁
以上のものを選んだ。第 7"f度は日本綿糸布印度輸III組合『印度輸出組合資料J (第 7年
度の「事業報告書』にあたる)による。第 8年度は，同『事業概況」等 8年度。月割当平


































らす実態ではなかったのである oむしろ，日本の対英印輸出が決定的に縮小するのは. 1941 年






年度 期 期 間 生地 縁付生地 晒 相リ川DO門H 工 合計③
1 34年4 月35年3 月 193,588 59,749 45,887 178,770 477,994
2 l 35年4 月9 月 88,252 28,165 17,777 73,336 207,530
2 35年間月36年3 月 90,093 28,790 19,929 81,286 220,098
3 1 36年4 月9 月 86,259 24,128 16,904 65,735 193,026
2 36年10月37年3 月 94,837 25,717 17,003 68,183 205,740
捺染 反染・糸染
4 1 37年4 月9 月 73,440 22,052 24,480 44,880 38,148 203,000
2 37年10月 一38年3 月 93,943 33,923 12,699 19,071 44,362 203,998
5 38年4 月 一9 月 78,442 30,700 22,888 39,031 32,936 203,997
2 38年10月 一39'rf-3 月 73,060 29,833 19,667 37,039 31,050 190,649
6 39年4 月9 月 65,998 23.717 17,266 31,931 28,049 166,961
2 39年10月40年3 月 48,546 15,367 9.699 18,085 20,632 112,359225
7 1 40年4 月9 月 72.864 25.222 44,880 59,985 30,642 233,
2 40年10月 一41年3 月 56,100 16,181 36,191 41,893 19,567 169,932
8 1 41年4 月 一9 月 54,809 13,491 26,139 44,462 29,740 168,644
(割当残)
年度 期 期 間 生地 縁付生地 階 加工 合計⑤ ⑮/③
(OJ)
1 1 34年4 月 一35年3 月 4,984 9,926 A 2,237 企 4， 244 8,429 1.8
2 35年4 月 一9 月 24,924 3,060 企1，191 企 994 25,799 12.4
2 35年10月36年3 月 4,375 A 2,667 企 1 ， 626 A 6,953 A 6,871 A 3.1
3 1 36年4 月9 月 18,940 企 1 ， 687 A 2,749 A 8,765 5.739 2.9
2 36年10月37年3 月 50,056 3.763 1,148 1,488 56,455 27.4
捺染 反染・糸染
4 37年4 月9 月 41,835 12,191A 11,780 A 25,809 18,297 34,734 17.1
2 37年10月 一38年3 月 59,114 15,351 企 1 ， 593 A 5,848 40,080 107,104 52.5
5 1 38年4 月 一9 月 235 oIA 3,211 企 4， 903 19,530 11,651 5.7
2 38年10月39年3 月 A 7,561 A 734A 2,770 A 4,800 3,827 企 12 ， 038 企 6 . 3
6 l 39年4 月9 月 1,980 企 2 ，419 A 3,813 A 6,688 1,537 A 9,403 A 5.6
2 39年10月 一40年3 月 A 2,537 A 519 7A 435 1,096 A 2,388 A 2.1
7 1 40年4 月-9 月 7,384 2,779 10,568 A 25 8,749 29,457 12.6
2 40年10月41年3 月 147 3,419 3,974 2,228 企 928 8,841 5.2
8 1 41年4 月9 月 31,683 13,083 20,294 28,709 19,998 113,767 67.4
(割当構成比%)
l l 34年4 月35年3 月 41 12 10 37 100
2 1 35年4 月9 月 43 14 9 35 100
2 35年10月 初年3 月 41 13 9 37 100
3 l 36年4 月-9 月 45 12 9 34 100
2 36年10月37年3 月 46 12 8 33 100
捺染 反染・糸染
4 1 37年4 月 一9 月 36 1 12 22 19 100
2 37年10月 一38年3 月 46 17 6 9 22 100
5 l 38年4 月9 月 38 15 1 19 16 100
2 38年10月 一39年3 月 38 16 10 19 16 100
6 1 39年4 月9 月 40 14 10 19 17 100
2 39年lOfj-40年3 月 43 14 9 16 18 100
7 1 40年4 月9 月 32 1 17 29 1 100
2 40年10月-41年3 月 35 8 20 25 13 100
8 41年4 月9 月 33 8 16 28 17 100
資料)図 1 と 同 じ
注記)企は，害 I 当量の超過をぷす。構成比の太数字は，協定の基準を下悶るもの(第次(第 1 - 3年度)協定下の品種号 l陪lJ当 i土生地%.
縁付生地%.晒%.加工%。第二次(第 4 - 6年度)下は，それぞれ，生地 40%.縁付生地 13% . B西 10 %. 捺染20%， 反染 ・ 糸染1
7% 。 第三次(第7-8 年度) は， それぞれ， 生地 ・ 縁付生地45%. B匝1 5% . 様染25 % . 反染 ・ 糸染防%0 )。第 7年度の予想、苦手 l当は，日
本最 IJ報告(日本綿糸お印度輸出組合『印度事前出組合関係資料 <f第 7年度事業報告書 Jにあたるもの) 22 賞。 第7-8 年度の 害II 当 と 残
は.日本綿糸市印度輸出組合|事業概況」第 7 - 8年度。
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表 2 士、I英領印度輸出商 0935年 4 ~ 9 月 )
組番A口 員サ 出資口数 取引構成l土 (%) 品種別シェア(%)順位 商 社 名 所 在 36 40 生 生地縁附 明 加 生 生地縁附 H西 力B無 無
年 年 地 士鹿 工 地 地 [
(外国人)
51K-9 B.M.Kharwar 神戸市選合~ 71 14 26 。ーe、 l D 4913.41 6.37 6.30 7.81 5.62
71K-6 A.A.KarlmBros., Ltd 神戸市蔓合区 61 12 21 DI 5 741 2.4 0.0 2.6910.36 4.93
101KI0 J.Kimatrai&Co. S 神戸市鷲合区 51 10 1 01 6 831 D.4 D.D 1.133.8 1.66
1310-6 OmprakashDurgadas S 神戸市神戸区 2 。 01 1 91 O.DO 0.0 D.14 3.31 1.18
141K-13 KundanmalRamla1 S 神戸市神戸区 2 。 。 910.0 D.D D.D8 3.19 1.14
171J-1 M.Jaffer&Co. 神戸市葺合区 1 2 2 。 10 81 O.ω D. ω 1.0 2.28 0.92
21T-l fEtjJ即 j左衛門 D 大阪市両区 1 2 84 。 。 161 1.49 。。∞ 0.0 D.34 0.75
271J-2 JaigopalRamkishenBros. 神戸市主主合区 2 。 。 01 10 。 ω O. ∞ 0.0 1.41 0,50
281D-7 V.Doshi&Co 神戸市習合区 2 む 日 91 0.01 0.0 。 ω 1.36 0.49
291G-4 GurdialNaraindass S 神戸市神戸区 2 。 8 91 0.0 。∞ 0.05 1.33 0.47
31D-8 V.Durlabhji&Co 神戸市鷲合区 2 。 自 91 0,00 O.∞ 日。02 I.Dl 0.36
351M-18 G.N.Musry 神戸市神戸区 2 。 む 01 10 O. ∞ 。∞ 0.0 0.95 0.34
381V-5 Vasunia&Co 神戸市葺合区 2 。 。 3 971 O. ∞ O. ∞ 0.0 宮 0.72 0.26
401B3 N.V.BorneoSumatraHandelMij Dlx 阪市策区 3 6 。 。 01 10 a ∞ 。 ω 0.0 0.68 0.24
421V-4 Vasuka&Co. 神戸市神戸隠 2 。 。 1 8910.0 O. ∞ 0.24 0.46 0.18
41B-1 BathejaBrothers 神戸市神戸区 2 32 8 。 6810.13 0.0 。 ω 0.3 0.17
471T-20 TulsiR邸n JagatRam 神戸市神戸区 2 む B 01 10 0.0 0.0 0.0 0.3 。 1 2
49 封一7 F.H.Hillel 神戸市神戸区 2 g 。 5 951 O.ω 0.0 0.07 0.30 0.1
541N-5 Nethe r! 加ds- AsiaticTradingCo. 。神戸市神戸lS 2 。 01 10 01 D.O O. ∞ 0.87 0.0 0.07
571R-l RijhumalBrothers S 神戸m笈合区 2 。 。 01 10 O.DO 。∞ 0.0 0.18 0.06
581C-l G.R.Chadha 神戸市道合区 2 G 。 01 10 0.0 。∞ 。 ω 日白 1 7 0.06
591V-2 Valiramsons. S 横浜市中氏 i 2 B 。 01 10 。 ω O. ∞ D. ∞ 0.16 0.05
61B-4 Budhram&Sons S 大阪市開125: 35 5 。 101 0.04 0.21 0.0 0.01 0.05
621A-2 AhmedEbrahimBros. M 神戸市主事会区 2 。 。 3 971 0.0 0.0 0.02 0.14 D.05
641H-8 M.H.Hirji&Co. 神戸市神戸阪 2 。 。 26 741 0 日。 0,00 0.14 0.10 0.05
651P-l PeerMahomedGomeiKaishaM 神戸市神戸区 2 。 。 01 1∞ 0.0 。∞ 。。 0.1 0.04
671A-I H.R.Advani 神戸市鷲合区 1 2 。 。 01 1∞ 0.0 。 ω 0.0 0.1 0.04
691G2 GokalchandRattanchand S 神戸市神戸区 2 。 。 01 10 O. ∞ O. ∞ 0.0 0.10 0.03
701D-6 DhanomalMohanlal S 神戸市神戸阪 i 2 。 9 13 871 0 ∞ 0.0 0.04 0.06 0.03
71N-4 P.K.Nataraja 神戸市神戸 l三 2 。 9 01 10 。∞ 。∞ 。∞ 立06 0.02
721M-5 G.D.Mehrottra 大阪市西区 2 。 む 01 10 0.0 。∞ O. ∞ 0.06 0.02
781B-2 BhajanSingh&Sons P 神戸市葺合区 2 。 g 01 1∞ 0.0 。∞ 0.0 0.D5 0.02
81 V.H.Torraba1ly 。 。 01 10 O. ∞ 。 ω 0.0 0.05 0.02
821S-5 Savani&Co. 神戸市萱合区 2 む 01 10 010.0 。∞ 0.19 。 ω 0.02
851J-4 S.M.J 剖&Co. 大阪市西区 2 。 。 。 1 00 0.0 。∞ 0.0 0.03 0.01
86 ・ Joseph&Co. a B 自 1 00 Gω 。ω00 0.0 0.03 札口 l
91' Curma11y l∞ 。 自 010.02 。∞ 0.0 0.0 0.01
921M-l MaganlalBrothers S 神戸市神戸区 2 。 B 01 10 0.0 。∞ 0.0 0.02 0.01
951S-lO ShroffSon&Co. 神戸市聾合区 2 B 。 01 10 0.0 。∞ 0.0 0.02 0.01
97 G.M.Shah 71 。 29 010.01 O. ∞ 0.01 。∞ 0.0
91G-l GobhaiKaranjia.Ltd 神戸市葺合区 l G 。 01 10 O. ∞ 5 ∞ B ∞ 0.01 O. ∞
102F1 E.Faizullabhoy 神戸市神戸区 l 2 。 。 2 981 0 ∞ 0.0 。 ω 0.01 O. ∞
1071' KewalramBulchand S 。 。 01 10 0.0 自∞ 。∞ a ∞ 0.0
108L-l K.N.Lawyer&Co. 神戸市蔓合区 i 2 。 。 1 00 010.0 。 ω 0.01 0.0 0.0
(日本人)
1T 16 東洋棉花株式会社 大阪市東区 101 20 61 5 14 19129.37 7,9334.0710.9320.34
21N-7 日本綿花株式会社 大阪市北区 101 20 59 35 5123.3443.21 2.68 2.3416.84
311-3 伊藤忠商事株式会社 大阪市東区 101 20 53 31 百 7113.1 24.30 10,94 1.9310,49
41G-3 江商株式会社 大阪市北区 101 20 51 2 2 2518.8 0.8318.67 5.24 7.34
61T-3 株式会社竹村商店 大阪市東区 51 10 36 18 2 414.35 ι83 0.95 ι32 5.09
81M4 又一株式会社 大阪市東区 71 14 50 。 23 2714.36 。∞ 10.15 2.79 3.71
91H-4 株式会社服部商店 名古 E童市東区 71 14 67 。 31 3.13 0.0 0.26 1.75 1.97
11N-3 合資会社南Ill:言語会 大阪市東区 51 10 自 。 4 9610.0 0.0 0.5 3.64 1.33
121M-8 三井物産株式会社大阪支店 大阪市北区 101 20 。 8 2 9810.0 O. ∞ 0.2 3.37 1.21
130-
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151H-3 合名会社服部幸吉窃店 大阪市東区 2 74 。 。 261 1.91 。∞ O.∞ 0.81 1.10
161M-19 武藤商店 大阪市東区 51 10 56 30 2 131 1.23 2ω 0.17 0.34 0.94
181I-5 株式会社岩井商店神戸支店 神戸市神戸区 51 10 。 。 10 8910.01 。∞ 1.06 2.19 0.87
191S-9 昭和棉花株式会社 大阪市北区 4 8 20 2 10 6810.41 0.10 1.03 1.630.85
2011-7 表団 i衛事株式会社 大阪市東区 51 10 27 。 18 510.49 。 ω 1.66 1.20 。 77
21N-11 株式会社西総商店 大阪市北区 9 4 8 93 。 010.1 4.75 。 ω 0.01 0.69
231K-4 鐘淵紡績株式会社 .to 神戸市林凶区 3 8 。 。 3 971 0 ∞ 。 ω 0.20 1.74 0.63
241K 1 j仁川株式会社 大阪市東区 2 。 8 。 921 O. ∞ 0.36 む∞ 1.570.60
251T-5 瀧I I I商店 神戸市神戸区 3 6 20 64 。 1610.27 2.73 。∞ 0.26 0.58
261A-6 組貿易株式会社 大阪市東欧 2 4 。 8 16 8410.0 0.0 0.95 1.18 0.50
301[)-1 大同貿易株式会社 神戸市神戸区 4 8 。 B 2 9810.0 O. ∞ 0.1 1.140.41
31N12 株式会社西津八三郎治店 大阪市東医 2 4 。 。 01 1∞ 0.0 む∞ 0.0 1.070.38
321T-17 株式会社霊島商店 大阪市栄区 51 10 。 。 01 10 O. ∞ 自白∞ 0.0 u潟 0.37
341N14 臼!お株式会全 i • 大敬市東区 51 10 32
。 27 4010.27 O. ∞ 1.120.40 0.35
361M-2 株式会社丸板商店大阪支店 大阪 I官東区 2 4 8 。 。 1 00 。∞ O.∞ 0.0 0.86 0.30
371S l1 合名会社杉本商店 名古屋市西区 2 37 。 21 4210.23 。 ω 0.6 0.31 0.27
391T-6 瀧定合名会社大阪支店貿易部 大阪「有東区 3 s 。 。 6 941 0 ∞ O. ∞ 。 1 7 0.68 0.25
41M9 株式会社主主露商店 大阪市東区 2 4 。 品 40 6010.0 日。∞ 0.87 0.32 0.19
431S-2 合資会社佐久間詩型店 大阪市:f tlX 2 4 。 5 01 1∞ 0.0 0.0 a ∞ 0.51 0.18
451A 3 取日制均株式会社[名古屋市東区 2 41 10 。 g 010.40 。 ω 0.0 O. ∞ 0.17
461F-3 合資会社藤井磁会大阪市東区 3 4 む 。 12 810.0 。∞ 0.17 0.30 0.12
481K-12 合名会社近藤輿商店神戸出張所神戸市神戸経 2 8 。 91 O. ∞ 。白∞ 0.01 0.32 0.1
501M--12 宮本物産合名会社 名古援市原区 2 27 42 。 31 0.06 0.29 0.0 0.08 O.ω
51M-7 三菱商事株式会社大阪支店 大阪市南区 2 G 。 01 10 O. ∞ 0.0 0.0 0.24 O.OS
521M-6 合資会社締業商 fi 神戸市神戸阪 2 。 。 01 10 0.0 0.0 。∞ 0.23 O.ω
531T-7 株式会社田村勝 j陪jJ苫 大阪市東区 2 日 。 10 9010.0 0.0 。 ω 0.20 0.08
51T12東洋貿易株式会社 大阪市東区 2 。 8 。 1 00 0.0 O. ∞ 。。 0.20 0.07
561[)-2 大名物産株式会社 神戸市議合 IX 2 。 。 01 1∞ 0.0 O. ∞ 8 ∞ 0.1 宮 立07
6010-2 悶隠貿易合資会社 大阪市東区 2 。 B 01 10 0.0 0.0 O. ∞ 0.15 0.05
631Y-4 山本貿易合資会社 神戸市神戸医 2 。 。 01 1∞ 0.0 。∞ 0.0 0.14 0.05
61T-8 株式会社回附織活 • 大阪市東区 51 10
。 。 01 10 0.0 。∞ 0.0 0.1 0.04
681K-7 加藤合名会社 神戸市神戸区 51 10 。 。 01 10 。∞ 9 ∞ 0.0 0.10 0.04
731T-2 株式会社田嶋商店 神戸市議合 IX 2 。 。 01 10 O. ∞ O. ∞ 0.0 0.06 0.02
741K-} 合名会社香川商会 神戸市聾合区 l 2 8 。 。 100 0.0 0.0 0.0 0.06 0.02
751Y-6 横}寅帆布株式会社 大阪市東区 2 10 。 。 9010.0 O. ∞ 0.0 0.05 0.02
761N-} 長Jj:佐兵衛繭店 大阪市東区 2 。 。 01 10 O. ∞ O. ∞ 0.0 0.06 0.02
771N-10 株式会社白島竹蔵商店 大阪市東区 2 4 。 。 01 10 。∞ 0.0 O. ∞ 0.05 0.02
791U-1 株式会社宇佐見商店 大阪市東区 3 8 。 む 01 10 O. ∞ O. ∞ 0.0 0.05 0.02
801N-8 臼ヰ;メリヤス株式会社神戸出張所 神戸市神戸阪 2 。 9 01 1∞ 0.0 O. ∞ 9 ∞ 0.05 0.02
8310-5 株式会社奥深尚店 • 横浜市中区 51 10
。 B 01 10 0.0 0.0 自∞ 0.04 0.02
8411-6 株式会社岩尾商店 大阪市東区 2 。 B 01 1∞ 0.0 0.0 。∞ 0.04 0.01
871A-7 浅野物度株式会社大阪支店 大阪市東区 2 。 。 01 1∞ 0.0 O. ∞ 0.0 0.03 0.01
81K-5 株式会社兼松商店 神戸市神戸区 2 む 。 01 10 。∞ O. ∞ 。。 立03 0.01
891N-17 野津組神戸支店 神戸市神戸区 2 a 。 01 10 O. ∞ 0.0 0.0 0.02 0.01
90 ・ 中山商店 12 。 。 81 O. ∞ O. ∞ 0.0 0.02 0.01
9310-3 縄本製造所 大阪市東淀川区 3 s B 。 01 10 O. ∞ 0.0 。∞ 0.02 0.01
941K-16 株式会社共同商会 大阪市南区 2 。 自 01 10 0.0 0.0 0.0 0.02 0.01
96 大手口組 。 む 。 1∞ 0.0 O. ∞ 8 ∞ 0.01 0.0
981[)-5 合名会社出口レース店 大阪市東区 2 。 01 10 010.0 O. ∞ 0.04 O. ∞ 。∞
100S-l 株式会社酒井寛三商店 大阪市西区 2 。 。 01 1∞ 0.0 O. ∞ 0.0 0.01 0.0
101 ・ 近江帆布株式会社 血 10 。 。 010.01 。‘∞ 。∞ 0.0 。∞
103A-4 秋田商店 横浜市中区 。 。 。 1 00 O.∞ 8 ∞ 。。。 0.01 0.0
104 ・ 興隆洋行 63 。 。 371 0 ∞ 0.0 0.0 O. ∞ 0.0
105K15 呉羽紡績株式会社 A 大阪市東区 2 。 。 1 00 。 0 .00 0.0 0.02 O. ∞ 0.0
106N-2 合資会社:中村商会 神戸市神戸区 2 。 。 01 10 O. ∞ O. ∞ 。∞ 0.0 2 ∞
109 ・ 中井腐店 。 告 。 10 0 。∞ 0.0 0.0 。∞ 。ω
計 (l 09社) 239 470 42 14 9 3511∞.00 1ω ∞10.01∞ ∞10.0
外国人 小百十 (43f上) 561108 17 4 自 7318.04 6白58 13.1941.5120.13
口同 木 人 小~j- (6 社) 183362 49 16 事 26191.9693.4286.8158.4979.87
資料) r第 年度第一期害IJ '当比率表J (日本綿糸布印|組合社数計 158 239
度輸出組合 n事16[i]理事会決議録橋本J(J 935 I 日 数 5十 317 72年 2 Fl2 5 日し 1 936'1' の出資口数は n :本錦織
物対印総出総合 f組合員名簿 J 1934 年8 月末。40 年のそれは ， r第7 固定時総会J 1骨羽生ド4 月27 日付。









年. 月. 日 34. 6. 8 34.11.17 36. 3.28 36.10. 2
(理事会〉 (4) (第 2 回臨時) (32) (37)




(B の実績は， 次期の Aの実績になる)
一般入札 a 70
日 特別入札 b 30
(%) (各品種 5 %未満の占有者のみ)関
す 一組合員のなしうる 30 縁付無地 70
規 る Bの内の上限 50 i縁付 は削ー た だ 吋程 (%) 年 9月 10日付に削除
(第ニ次協定)
年. 月. 日 37. 3.30 37. 4. 38. 8.25
(理事会) (41) (73)
1期分(2 億碕) につ いて (%) 1- 績附 岬3月 まで
普通割当 A 70 60 第2 年度実績30%
(初 - 3年度の実績) 第 3 年度実績 50%
特別割当(入札) B 30 40
(ただし， Bの実績は次期のA の実績と はな ら ない)
一般入札 a 75(糸染・反染は 62 . 5% )
B 特別入札 b 25(糸染・反染は 37 . 5% )
(%) (2%未満の占有者のみ)
関す 生熊地 50 a b
る 一組合員のなしう 縁付生地 60
規 る Bの内の上限 50 10 30
程 (%) 捺染物 50
反染・糸染物 捺染，友染，糸染 5
(第三次仮協定)
年. 月. 日 40. 3.29 40. 5.25
(理事会) (l06) (113)
1期分(2 億礎)につ いて
普通審Ij当 A 80(第 4 - 6 年度実績)
特別割当〈入札) B 20
B 一般入札 a 50
規程関すにる 特別入札 b 術) 0% 未満) 50一組合員のなしうる
B の内の上限 《附
資料)日本綿糸布印度輪出組合『理事会決議録』各図。
注記)本は. r綿業時報.J 1937 年8 月 ， によ る。 “一一一，~ ， 前回 と 同様を示す。
132
1930年代の 日本の綿布輸出統制の実態 (箆谷)
の綿布輸出割当総量の80%を「普通割当J (A) に ， 20%を 「特別割当J (B) にわ けで い た。
前者は前期の輸出実韻に基づいて割り当てられるものであるが，後者は入札方法を採用するこ
とで，過去に輸出実績を多く持たない輪出商にも輪出取引に参入する機会を与えることを企関
したものであった。つまり，入札jj法を採用した「特別割当J (B) での輸出割当量は ， そ の
さき該期の実績となり，次期の「普通割当J (A) 量を裁定す る基準に含ま れ る よ う に な っ て い
たのである。その意味で， I特別割当J (B) は過去に大 き な輸出実績を持た な い輸出商に も ，




て占有される傾向に歯止めをかけていた。また， 34年9 月 に は， 決議に歪 ら なか っ た も のの，
上位貿易商が多くを占める理事会社(表 2の太字)は特別封3総数量 ( B)の「八分ノーヲ超
エテ入札セザルJ (3) こ と を求め る案が総会で出 さ れ， 理事会において 「申 し合わせ」 事項と し
て処理される規程も作られたほどであった。





のであった。これらの規程によって， I実績を有す る こ と 少な き組合員程， 余分 に入札権を当
てられJ (I4)ることになったのである。
印度組合の輪出割当は， I特別部当J (B) の入札方法を通 して， 組合員の輸出叡引への意欲
を引き出すものであった。それゆえ，落札単価の推移は輪出組合員の取引参加への意欲を体現
したものと言える。落札量1000万磁以上の落札平均単価(図1)をみると，輪出量の減少する





り， r全部既存実績J (I6) に即 し て輸出量を割 り 当て る こ と を要求 し た。 「ニ割 ノ 入札ニ於テ新規
開業者及ビ、小量割当者ニ不当過大ノ利便ヲ与フルJ (J 7) と 評 していた。 東洋棉花の推計では， あ











4 対印輸出組合に よ る割当比率の変化
初年度 2 年 度 3 年 度 4年度-6 年度 7 年 度 8 年 度
o
日ロ (附 5 月 ;Jl ) (仰月~ ) (( 36年間;Jl) (40 年間;Jl ) (山月 ;fj )年・期 1 社あ た り 35 年3 月 36 年3 月37 年3 月 40 年3 月 41 年3 月 41 年9 月種 のシェア 社%社% 社%社% 社% 社%
生 第 1期 20% 詰上 2151.73 2152.72 2148.76 2149.00 2142.23 1123.02
15%- 1116.76 1115.97 1119.93
無 (4 月~9 月 ) 10%- 1111.38 1i13.11 1114.58 1113.34 2122.43
地 第 2 湖 20% 目上 2151.91 2149.41 2155.43 2147.01
15%- 第 1 期と同 じ 1115.31 1115.01仇) (1 0月 ~ 3 月 )
10%- 1111.83 1110.281
第 1 M 20%以上 2153.93 1134.07 1126.83 1129.61 1121.73 1124.71
If*j 15%- 1118.67 1117.07 1115.57(4 月~ 宮 月 )
10%- 1112.64 2121.08 2126.10 1112.44 1114.15 3142.22
20% 店上 2151.54 2144.83 2151.97
(8) 第 2期 15%- 第 l 期と同 じ 1115.13 2138.63(1 0月 ~ 3 月 )
10%- 1112.56 1112.53 1113.24
20% 割上
色 第 l期 15%-(4 月~9 月 )
10%- 2124.25 2121.34 1110.01 1116.21物 20% 以上第 2期
15%- 第 1 1携と阿 じ 1116.58(C) (1 0月 ~ 3 月 )
10%- 2123.58 1[11.11 1115.03
20% 批
捺 第 l期 15%- 1115.52(4 月~9 月 )
10%- 1110.68 2125.14 1110.30付坤、三
20% 此第 2期
15%-む) (1 0月 ~3Jj)
10%- 3133.77 2122.46
20% 紅
反染 第 1期 15%-(4 月~9 月). 10%- 2125.99 1114.43 2125.75
糸染 20% 以上第 2期





第 1期 10% 以上
79.87
3165.83 3164 且.73 3163.58 31 55υ「 υF、
第 2期 10%- 3167.22 3164.42 3167.26 3157.3
(B)
第 1期 10% 目上 4173.82 3152.93 3159.12 3i51.51
第 2期 10%- 66.57 3166.67 3157.39 3164.50 3151.8
(c)
第 1期 10% 虫上 2121.34 1110.01 1116.21
第 2期 10%- 24.25 2123.58 1111.11 2131.61
む) i! j第 1 期 lO %D上 1 10.7 2125.1
第 2期 10%- 3133.8 2122.5
(E)
第 i期 10% 割上 21 26ρ 1 14.4 2125.8
第 2期 10%- 2127.6 1 17.3
資料)図 1と毘じ。
注記)太線内(第 2 iP史:第 1期)は，表 2に対応している。第 7 - 8年度は，日本綿糸布印度輸出組合
「印!良輸出組会関係』。
察して，第一拐の生地における上位 2社(東洋綿花，臼木綿花)のシェアは，初年度の 52%か
ら第 3年度に 49%へと低ドすることがわかる Oそして，第一期の晒においても首位の東洋棉花







権ノ四分ノ三以上ノ同意 J (定款の第 26僚 (22)が必霊であった。そして， 1 社の議決権に も
「口数ノト分ノ二ヲ韻ユル事ヲ得ス jというように，上位輸出自の議決権の占有化に歯止めが
かけられていた。それゆえ1:位貿易商の多くで構成される理事会が原案を作成したとしても，
f小組合員ガ (中略) 総会ニ於テ (理事会案に) 反対セパ如何， 議決権ニ テ争ヘパ， 此種 ノ 理
事会案ハ全然敗ルノ外ナシ J (23) と の実状であ っ た。 34年 8 月 を事例とする な ら ば， 理事だけの
総口数は 86口であり，これは全日数 (317口)の 27%にすぎず，たとえ上位輸出高によって占





ズ」との反応を示していた (24)0 EIJ 度組合に よ る輸出統制は組合内 に お け る 上位輸出商 と下位
輸出高との利害対立を生じさせていたが， 1930 年代の 日本製品の対英印輸出をめ ぐ る ア ジ ア通






日 Ell会商に よ っ て締結さ れた第ニ次協定に基づ く 第 4 年度輸出統制 (37年 4 月 ) か らであ っ た。
先述したように，第一次協定下においては，綿布輸出割当総量の80%を前年度までの対英印輸
出実績を基準にした「普通割当J (A) に . 20%を入札方法に よ る 「特別割当J (B) に接 り 分
け. r特別割当J (B) の入札実績を次年度の 「普通割当J (A) 基準に反映 さ せ る こ と に し て
いたが，第二次協定からは「特別害IJ当 J (B) を綿布輸出割当総量の40% に拡張す る 一方で
(表 3 )，その入札実績を「次の年度の(普通割当 (A)の)実績にならぬJ (26)ように変更した
のであった。また普通割当 (A)においても，第一次協定期の 3年度分の輸出実績を基礎に，
それぞ1940年 3月の第二次協定の有効期娘まで「固定J (27) イとす る修正がな さ れたのであ る。 入
札方法による「特出割当J (B) の実施は， 過去に輸出実績を持たない下位輪出萌の輪出取引
への参入を保証するものであったが，こうした「普通割当J (A) と 「特別割当J (B) の連携
を断ち切る修正は，輪出割当を希求する新規参入を「特別割当J (B) の範囲 に留め ， 第一次



















度組合員となり， I輸出割当ニ参加J (制 し よ う と す る も の も現われたのであ る 。 実際， 前掲表
2 に示 し たよ う に ， 印度組合に は鏡淵紡績と呉羽紡績が組合員 と し て参加 し てお り ， 36年ま で
にはそれに加えて，東洋紡績，輩出紡織，日清紡績，大U本紡績，富士瓦異rr紡績が組合員になっ














との耳)( 5 I 関係が緊密であ っ たが， こ う し た動 き を認識する に及んで， 東洋棉花は u立紡績企業
に対しでも産高ハ自己/欲スル者ニ自由ニ輸出権ヲ与エ(中略)向年カノ後ニハ，当社ヲ










勢力保護J (37)方針に転 じ たのであ る 。
印度組合員数の培加傾向が37年末に止まることは先述したが，これはこの過去の輸出実績の




た入札方法を採った「特別割当J (B) に参加す る メ ンバー の増加に裏付け ら れて い た 。 先述
したように，この第二次協定ドの入札五法を採った「特別割当J (B) での輸出割当量が， 当
該期の実績として次期の「普通割当J (A) を裁定す る基準に含ま れ る こ と は な く な っ た が，
38年末か ら1939年にみ ら れる落札単価の肖騰 (図 1) <掛 は， 入札方法を通 して， 対英印輸出取




年 期 給 特 輪 組合員分配支給金 対 ,,1 種 給 綿 輸 棉花統制協会寄崎入付 羊象 it二 モ}jIJ il 幸前 付 入象 w 輸 買期 {す 給 精 期 対 入 奨 付綿字病 間 繍 総{す 励 の 象 i賞 版。 {費H畏
度 関 金 会 5Jj、E 布 定 業員 者 苦言 金 余
2 l 35年4Jj9t~ 37 74,763 生地 輸出業者
2 35年10月36年3 月 47 95,872 生地 輸出業者
3 2 36年10月37年3 月 27 54,917 主主士官 輸出業者
4 1 37年4 月 一9 )J 107 10,76437靭月お日 ま で 生地・縁付生f自 生産者
127 。E 生地・縁付生地・Ei\ 生産加工業主
27 54,990 生地・緩(投治 輸出業者
2 37年1O)J-38年3 )J 401 80,27537年11丹IB-38華3!i31B 生地・韓付生地'IX量・長染 輸出業者
20 40,085お年l丹 1 R 3月31R 生地・韓付生地·IX華・来染 輸出業者




6 1 39年4 月 一9 月 68 137,743 生連・器材生地・反染・長染 輸出業者: 150 246
39 年4 丹 日 月 166 33,397 反襲・来染 生産者!
2 39年1草月 初年3 丹 129 25,997 反華・来襲 生産者
7 1 40年 4 Jj - 9 月 337 67,459 反染・糸染 輸出業者 601
8 41年4 月 日 月 79 10,630 暗
資料)関 1 と 同 じ 。
が交付され，第 5年度第 1期 (38年 9月まで)には最も多額の奨励金が交付された。この時期
は英印においても綿布在庫の増加が目立つような市況の後退期であり，向年度第 2期以降には
組合の輸出割当量の減少と，日本の輸出競争力の向上が目指された。そして，組合内部におい
ては，第一次協定下の 3年震分の輸出実績の回定化がすすみ，そのなかでの l iD勢力保護」の



















ば，通商網の敏感な反泌を引き出すことによって， 30年代の 日本は東南ア ジ ア ・ 南 ア ジ ア と の
通商的相瓦依存関係を緊結化させたのであり，外交的な選択肢を狭められるような i汁界的な
f孤立J イヒの }j 1 11J に立た さ れていた のではなか っ たのであ る 。





たのである。日本の対外貿易の決定的な衰退は， 41年7 月 の対日本資産凍結と い っ た国際政治
上における大状況の変化によるものであり，そうであるとすれば，戦争につながる臼本の f孤










(2) 拙稿11930年代の華僑通商網 と 日本J (r岩波講康 世界歴史 19 移動 と 移民j 岩波書店，
1999年8 月九
(3) 印度組合の対英領イ ン ド貿易統制は， 日 印会商で締結さ れた第一次日印綿業通商協定 (第6ゑ
表参照〉に即して， 1934年4 月 か ら実施さ れた。 その後の二次にわた っ て協定が結ぼれた 日 i沼会
商の具体的な交渉過程については，本書の第 8章と第 n震で具体的に検討するが，輸出組合は，




(4)小杉真[綿業貿易史余録J (r輸出綿糸布月報JI 1957年6 月 ) 89頁。
(5) 日本綿織物対印輸出組合 『定款 輸出数量統制規程 付諸規程JI 1934年5 月 ， 第26-7係。
(6) 代表的な もの と して は， 石井 修 『世界恐慌と 臼本の 「経済外交J 1930~1936年 J 動車
書房. 1995年11月 . 57員。 ま た伺様の視点は白木沢旭児 『大恐慌1訪 日本の通商問題』 御茶の水書
房， 1999年2 月 ， に も見 ら れる 。
(7)前掲『事業報告書，決算報告書J各年度。
(8) 前掲 『事業報告書， 決算報告書J 各年度。
(9) 臼本綿糸布印度輸出組合 「第四年度事業報告書， 決算報告書JI 56頁。
(10) 日本綿糸布部度輸出組合 「第20回煙事会決議録JI 1935年6 月3 打 。
(ll)商工省商務局 F内外市場に於ける本邦輸出綿織物の現勢J日本輸出綿織物同業組合連合会，
1929年2 月 . 510頁。
(12) 同 『第 4 同理事会決議録JI 1934"f.6 月8 日 。
(13) 悶 「第十回理事会申 し合わせ事項J 1934 年9 月2 日 。
(14) 日本綿織物対印輸出組合 「入札に関す る輸出数差統制規程改正の要縦JI 1934 年1 月17 臼稿。
(1 5) 前掲 「事業報告書， 決算報告書』 符年度。 前掲 「理事会決議録」 各回。
(1 6) 日本経済連盟会 F我国貿易統制ニ関 ス ル関係当業者 ノ 意見並ニ参考資料JI (謁査柔報第 24号)
1936 "f. 1 月 . 68 頁。
(17)国必祐次郎稿「綿業界ニ於ケル統治 i問題 J (三井合名福島喜三次宛書簡に同封の「意見書 J )
1935 年12 月27 け付 (r東棉閲十年史』 資料) ， 2 賞。
(18) 東洋棉花 「対印度輸出組合主要組合員品種別割当比本比較J 1936 年末頃調査 仔東棉四十年史』
資料)。
(1 9) 神戸貿易協会 『神戸貿易協会史 神戸貿易100年の歩み -JI1968 年9 月 。
(20) 前掲 『我国貿易統制ニ関ス ル関係当業者ノ 窓見並ニ参考資料JI 78 頁。
(2 1) 商工省の 「員数主義」 につ いて は， 宮島英昭 f昭和恐慌期の カ ルテ ル と政治 重要産業統制法
の運用を中心にして J (原朗編『近代打本の経済と政治』山 J l l t+1版社. 1986 年3 月 ) を参照。
(2) 日本綿織物対印輸出組合 『定款 輸出数員統制規程 付諸規程JI 1936 年4 月17 日改訂。
(23) 東洋綿花 「極秘 日印協定/ 吏改 ヲ機 ト ス ル輸出書店当制度 ノ 改廃私見J 1936 年5 月5 日休5 ｭ
6 頁 (r東棉四十年一史』 資料)。
(24) 前掲 『我国貿易統制ニ関スル関係当業者/ 意見放ニ参考資料JI 43, 80頁。
(25) 拙稿 f 日 中戦争前の 日本の経済外交 第二次 「 日 印会商J (1936~37{j二) を事例 に -J(r人文




学研究所， 1998{f3 月 ) 。
(26) W 口本綿糸布印皮輸出組合時報J 第 I 巻2 号， 1937 年5 月3 頁。
(27)間前。
(28) 同前。
(29) 前掲 『我国貿易統制ニ関 ス ル関係当業者 / 意見放ニ参考資料j 11-2 貰。
(30) 間前. 43 頁。
(3 1) 日本綿織物対印輸出組合 『組合員名簿j 1936 年。
(32) 日本綿糸布印度輸出組合 「第25 由理事会決議録j 1935 年10 月14 日 。
(33) I秘 綿布輸til 害IJ当 ニ於ケル入札制度 ヲ 全廃シ テ ， 輸出権/ 一部ヲ生産者ニ与フ ル コ ト ハ果 タ
シテ実行可能ナルヤ(所詔五割害Ij譲問題ニ付テ )J年月日不明 (W東線四十年史』資料〉。
(34) 同前。
(35) I輸出割当ニ五割五割高IJ ヲ 実施ス ル ト セ パ結局ハ生産者 ノ 輸出独裁 ト ナ ラ ン j 年月 日不明
(W 東綿四十年史J 資料) 。
(36) 同前。
(37) W 日 本綿糸布印度輸出総《時報J 第 1 巻 4 号， 1937 :1 1二7 月 ， 21 貞。
(38) I近来入札値ハ著敷ク飛離シ タ ル高値 ヲ現出セ ルJ ため に 「一部組合員 ノ ミ ナ ラ ズ紡連 ヨ リ 其
敷非難/声ヲ樹ク j状態であった。(日本綿糸布印度輸出組合『第百l@]理事会決議録 j 1939 年7
月 29 円 〉 。
(39) (25) と 同 じ 。
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